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条 例

○ 沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例の一部を改正する条例（県土・跡地利用対策課）……１

公布された条例のあらまし

○ 沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例の一部を改正する条例（条例第34号）

１ 基金の設置期間を延長することとした。（附則第３項関係）

２ この条例は、公布の日から施行することとした。（附則）

条 例

沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。

令和４年３月31日

沖縄県知事 玉 城 康 裕

沖縄県条例第34号

沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例の一部を改正する

条例

沖縄県特定駐留軍用地等内土地取得事業基金条例（平成24年沖縄県条例第77号）の一部

を次のように改正する。

附則第３項中「平成34年３月31日」を「令和14年３月31日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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